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特別利益及び特別損失の計上並びに業績予想の修正に関するお知らせ 

 

 

当社は、 近の業績動向等を踏まえ特別利益及び特別損失を計上するとともに、平成23年２月15日の平成

22年12月期決算短信発表時に公表した平成23年12月期（平成23年１月１日～平成23年12月31日）の業

績予想を修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．特別利益の内容 

ポイント失効分戻入 21百万円 

ポイント引当金の一部が失効し、平成 23 年３月末日時点における、洗替による戻入として 21 百万円を

計上しております。 

 

２．特別損失の内容 

（１）災害による損失 66百万円 

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により商品在庫が損傷し、通常販売できなく

なったため災害による損失として66百万円を計上いたしました。 

（２）貸倒引当金繰入 134百万円 

当社サブリース物件を所有者へ期日前に返還することとなり、それに伴い敷金の回収不能分が発生す

る見込みとなりました。また、当社連結対象子会社の未収金のうち、係争中の案件についてその回収見

込みがたたなくなったため、貸倒引当金として計134百万円を計上いたしました。 

（３）減損損失 94百万円 

当初予想しておりました売上が災害による影響で大幅に減少する見込となり、一部店舗で投資分の回

収が見込めなくなりました。また、当社連結対象子会社である㈱庄子デンキ所有する不動産の売却が決

定したことに伴い売却予定価額まで簿価を引き下げたため、減損損失として計94百万円を計上いたしま

した。 

（４）その他 11百万円 

災害の影響により当社の一部保有株式について、時価が簿価の50％を下回ったため強制評価減を行い

ました。また、係争中であった案件について、和解が成立し和解金の支払いをおこなったことから、そ

の他として計11百万円を計上いたしました。 
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３．（１）当期の連結業績予想数値の修正（平成23年１月１日～平成23年12月31日）   単位：百万円 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 
１株当たり 

連結当期純利益

前回発表予想（Ａ）  20,012 335 361 339 1.18
 円 銭

今回修正予想（Ｂ）  11,000 △990 △985 △1,333 △4.63

増 減 額（Ｂ－Ａ）  △9,012 △1,325 △1,346 △1,672 －

増 減 率（ ％ ）  △45.03 － － － －

（参考）前期連結実績 

（平成22年12月期） 
9,431 △243 △184 △49 △0.19

 ＊前期（平成22年12月期）は決算期変更の為９カ月決算となっております。  

 

 （２）第２四半期の連結業績予想数値の修正（平成23年１月1日～平成23年６月30日） 単位：百万円 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 
１株当たり 

連結当期純利益

前回発表予想（Ａ）  8,063 △35 △16 △27 △0.09

今回修正予想（Ｂ）  4,000 △812 △808

 円 銭

△1,151 △4.00

増 減 額（Ｂ－Ａ）  △4,063 △777 △792 △1,124 －

増 減 率（ ％ ）  △50.39％ － － － －

（参考）前期連結実績 

（平成 22 年 12 月期第

２四半期） 

6,387 △138 △95 17 0.07

 

３．修正の理由 

３月11日に発生しました東北地方太平洋沖地震及びその後の原発事故により、日本国内へ観光にこられ

るお客様の減少が見込まれており、当社といたしましても年内の完全回復は非常に難しいと考えております。

よって、海外からの観光客を主な顧客とする免税事業を主要事業とする国内店舗事業への甚大な影響が見込

まれること及び、特別利益、特別損失計上の状況を鑑み業績の修正をいたすものであります。 

また、上記業績予想の修正をすることを踏まえ、平成22年12月期に計上しておりました税効果57百万

円に関しまして取崩しを行うことといたしましたので上記の純利益の修正数値に加味しております。 

当社は今後、主要株主との連携を更に強化し、引き続き国内店舗事業、貿易仲介事業、中国出店事業の拡

大にむけて取り組んでまいります。 

 

（注）上記の予想は、当社が現在入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因

によって予想数値と異なる可能性があります。    
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